
１　施策の位置づけ

２　施策の評価 ※別紙成果指標あり（農業産出額）

人

人

ha

件

回

３　主な取組

1

記号

168 7

169 7

170 7

171 7

2

記号

21 5

22 5

23 5

24 5

25 7

26 5

281 1

280 5

276 4

成果

農業用廃プラスチック回収処理事業補助金 産業振興課 維持

西洗馬トイレ管理負担金

家畜損害防止対策事業推進協議会負担金 産業振興課

維持 Ａ

経営所得安定対策推進事業費補助金 産業振興課 維持 維持 Ｂ

産業振興課

農地保全の推進 総合評価

品質の高い農産物をより多量に収穫することができるよう、農地保全や農地の集積・集約化の取組 Ａ

維持 Ｂ 　

維持 Ａ 　

産業振興課 維持

果樹共済補助金 産業振興課 維持

事務事業名 担当課 成果

遊休荒廃農地の実態把握と解消対策、有効利用の促進 産業振興課 休・廃止

農業振興地域整備計画に基づいた農地保全の推進 産業振興課 休・廃止

　

コスト

長野県農地中間管理機構と連携した農地の集積・集約化の促進産業振興課 休・廃止 皆減 Ｂ 　

「人・農地プラン」実質化の推進 産業振興課

皆減 Ａ 　

維持 Ａ 　

野菜価格安定基金積立金補助金 産業振興課 維持

維持

休・廃止

中信農業共済組合家畜診療所補助金

維持 Ａ 　

コスト 評価 重点化

皆減 Ａ 　

評価 重点化

皆減 Ａ 　

皆減 Ａ 　

後継者及び新規就農者等の育成・支援 総合評価

農業従事者の後継者や新規就農者の確保を進めるとともに、後継者や新規就農者が円滑に営農する
ことができるよう、育成・支援する体制を強化 Ａ

休・廃止

事務事業名 担当課

保育園「朝日食材の
日」の給食回数

12 12 15 10
住民福祉課
教育委員会

援農事業（サポー
ター・農家）の登録
件数

27 22 25 46 50

産業振興課

新規就農者数
（年間増加数）

2 2 0 2

16

2

農地の中間管理権設
定面積

28 8 37 6 38

担当課
H30 R1 R2 R3

140認定農業者数 141 140 128 110

R4 R5 R6

目標値
指標（ＫＰＩ）

単
位

基準値 達成値

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

　

農業次世代人材投資事業（経営開始型）補助金 産業振興課 拡大 拡大 Ａ 　

農業ビジョン検討会報償金 産業振興課 拡大 縮小 Ａ 　



3

記号

27 5

28 5

29 5

277 7

285 5

284 7

283 6

282 5

4

記号

30 5

172

278 7

5

記号

31 3

32 1

6

記号

173

174

175

7

記号

33 5

34 5

279 5 Ｂ

維持

維持

朝日村鳥獣被害防止対策協議会補助金 産業振興課 維持

　

　

　

狩猟免許取得補助金 産業振興課 維持 維持

農作業を円滑かつ効率的に進めることができるよう、農業生産基盤等を整備 Ａ

事務事業名

事務事業名 担当課 成果

　

産業振興課 維持

村内加工所、農業活性化施設を拠点とした農業体験の実施産業振興課

産業振興課 維持

６次産業化等、農協経営の多角化に対し支援を行い、活力ある農業の振興

コスト 評価

Ｂ

重点化

農業多角化経営への支援 総合評価

成果

農業生産基盤等の整備

ＪＡ集出荷施設建設費補助金 産業振興課 休・廃止 皆減 Ａ

総合評価

縮小 Ｂ

Ｂ

Ｂ

コスト

　

農作物の連作障害防止のための、定期的な圃場の巡回、土づくりや栽培方法・作付体系等の研究の
推進
土壌の風食・砂塵防止のための、麦の播種の推進、土壌の保全の取組

事務事業名 担当課 成果

営農支援センター補助金 産業振興課 維持

産業振興課 維持

風食防止対策用麦種子代補助金 産業振興課 拡大 　

評価 重点化

　

事務事業名 担当課

　

有害鳥獣等による農作物への被害防止のため、有害鳥獣駆除や鳥獣防止柵、緩衝帯の整備、有害鳥
獣に強い農作物の研究

維持 Ａ

維持 Ａ

農地鳥獣被害防止対策委託料 産業振興課

Ａ

コスト 評価 重点化

　

　

有害鳥獣駆除対策の推進 総合評価

保育園や小学校への村内産農作物の提供

「やさいバス」や直売所を活用した農作物の販路拡大

Ｃ

Ｂ

コスト 評価 重点化

　

　

拡大 Ａ

　

地産地消の推進 総合評価

　

事務事業名 担当課 成果

村民や来村した観光客に村内産の新鮮な農産物を販売し、食べてもらうことによる、生産者の収益
の向上、農産物のPR

Ｂ

　

安心・安全及び環境に配慮した農業の推進と土壌の保全 総合評価

維持 Ａ 　

Ｃ 　

　

朝日アグリ・チャレンジセンターへの支援 産業振興課 維持

朝日アグリ・チャレンジセンター運営補助金 産業振興課 休・廃止 皆減 Ａ 　

朝日アグリ・チャレンジセンター運営協議会謝礼

担当課 成果

土地改良施設管理作業委託料 建設環境課 維持

重機使用料 建設環境課 維持

農道敷砂利、水路補修用原材料費 建設環境課 維持

事業計画策定業務委託料 建設環境課 維持 維持 Ａ 　

土地改良施設個別施設計画策定委託料 建設環境課 縮小 縮小 Ａ 　

農業農村基盤整備事業負担金 建設環境課 休・廃止 皆減 Ａ 　

多面的機能支払交付金 建設環境課 維持 維持 Ａ 　

　

コスト 評価 重点化

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　



４-１　施策の評価・検証　（産業振興課）

４-２　施策の評価・検証　（建設環境課）

評価視点 評価コメント

事業構成の適正

農作業を円滑かつ効率的に進めることができるよう、農業生産基盤等を整備を進め
る。農業生産施設（給水施設・排水路など）の維持管理について、多面的機能支払交
付金の活用を推進する。

事業の重点化
中山間農地整備事業、農地中間管理機構関連事業によるほ場整備などを実施し、担い
手農家への農地集積、収益性の高い農作物への転換などを目指す。

事業構成の適正

農地保全や生産基盤の整備、有害鳥獣駆除対策等を推進していく。また、農地の集約
化と担い手の確保等により生産性を高め、生産・流通・販売基盤の強化、消費拡大の
ための取組を推進する。

事業の重点化

農業ビジョン策定に基づき、担い手の育成・確保と農地・施設の有効活用を進める。
また、新たにチャレンジする農業への支援や安心安全かつ効率的で維持可能な農業を
推進する。

評価視点 評価コメント



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

ha 単位目標値 1.9 単位 ha 1.9 単位

168令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 4,604 一 般 財 源 4,604 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

農地パトロールと利用意向調査の実施 農地パトロールと利用意向調査の実施

財源

（千円）

予算額 6,808 予算額 6,808 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 2,204
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 2,204
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

不在地主の増加による耕作放棄地の増加 不在地主の増加による耕作放棄地の増加

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

3,372

単位 ha 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

遊休農地13ha 遊休農地14ha

目標実績値 1.9 単位 ha 1.9

そ の 他 特 財

一 般 財 源 5,861 一 般 財 源 2,803 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

3,028
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 村内農地 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 遊休荒廃農地を少なくすることにより、耕作地を確保する 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 遊休荒廃農地の新規発生0（前年比増加量0）

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 農業委員会による調査と斡旋

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

産業振興課細節名称
遊休荒廃農地の実態把握と解消対策、有効利用
の促進

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀農業委員報酬 6,488 ➀農業委員報酬 6,175

【 成果（維持）】



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

産業振興課細節名称
農業振興地域整備計画に基づいた農地保全の推
進

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②総合見直しの実施 ②

活動指標

事業費

➀農地転用等による農振除外 ➀農地転用等による農振除外

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 朝日村農業振興地域整備計画の適宜見直し

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②総合見直しの実施

2 年度 所 管 課

③協議会の実施（報酬） 240 ③協議会の実施（報酬） 240 ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日村農業振興地域整備計画 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 農業振興地域整備計画に基づいた農地保全の推進により農地を維持する 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 土地利用計画の見直し（総合見直しの実施）

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 - 単位 - -

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 - 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

なし なし

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

土地利用計画と実際の地番が整合しておらず、
見直しが必要

計画の見直しを始める

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 240 予算額 240 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

169令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 240 一 般 財 源 240 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

マスタープラン及び土地利用計画の見直し 個人の農振除外等随時見直しや、宅地造成や工
業団地の農振除外があれば協議会を開催し審
議する

- 単位目標値 - 単位 - - 単位

【 成果（維持）】



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

産業振興課細節名称
長野県農地中間管理機構と連携した農地の集積・
集約化の促進

担当者 係長

Ｃ

Ａ

Ａ

Ｃ

Ｃ

② ②

活動指標

事業費

➀中間管理権の設定 ➀中間管理権の設定

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 農地中間管理機構を利用した農地の貸借

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 農地の所有者と借受者 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 農地の集積・集約化により生産性を向上させる 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 中間管理権の設定　年間2ha

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 5.8 単位 ha 2.0

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ha 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

34件58,005㎡設定 ６件11,425㎡設定

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

初期設定者の更新と事務量の負担が大きいこと 設定や更新時の事務負担、機構関連ほ場整備
事業の利用権設定等事務負担が大きいこと。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｃ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

170令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

中間管理権の設定 中間管理権の設定
機構関連ほ場整備事業事務

ha 単位目標値 2 単位 ha 2 単位

【 成果（維持）】



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

産業振興課細節名称「人・農地プラン」実質化の推進

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀「人・農地プラン」実質化 ➀「人・農地プラン」実質化

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 アンケートの実施と担い手農家と懇談会

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日村人・農地プラン 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 村の優良農地を後世に継承するため 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 担い手農家の確保、農地集約化

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 - 単位 - -

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 - 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

人・農地プランを作成公表し、実質化した。 担い手農家の確保、農地集約化を推進する

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

担い手農家の確保、農地集約化 地区ごとに座談会を開催し、担い手を確保する

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

171令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

担い手農家と懇談会等によりプランの適宜見直
し

担い手農家と懇談会等によりプランの適宜見直
し

- 単位目標値 - 単位 - - 単位

【 成果（維持）】



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

負担金細節名称西洗馬トイレ管理負担金

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｃ

② ②

活動指標

事業費

➀負担金支払い 60 ➀負担金支払い 60

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 西洗馬トイレの管理に対する負担金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 JA松本ハイランド朝日支所 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 地域住民の生活環境整備を図るため 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 トイレの状態維持

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 - 単位 - －

そ の 他 特 財

一 般 財 源 60 一 般 財 源 60 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 － 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

管理を委託しているJAに負担金を支払い、施設
の現状が維持された。

引き続き管理をJAに委託し、その負担金を支
払った。
施設の現状が維持された。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

公共施設であるが、管理方法や在り方を検討す
る必要がある。

JAと協議のうえ、西洗馬トイレ管理規定を作成す
ることになった。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 60 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

21令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 60 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

トイレ施設の現状を維持するための管理を引き続
きJAに委託し、負担金を払う。

JAと協議しトイレ管理規定を策定する。

- 単位目標値 - 単位 - - 単位



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称果樹共済補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

①補助金支払い 52 ➀補助金支払 13.2

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 農家掛け金の一部助成

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 長野県農業共済組合 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 果樹栽培農家の経営安定を図るために、果樹共済への加入推進を行う 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 加入者　2人以上

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 2 単位 人 2

そ の 他 特 財

一 般 財 源 13 一 般 財 源 13 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 人 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

年度初めに実施計画、補助申請を受理し、年実
績報告に基づき補助金を支払う。
申請者の負担軽減になった。

年度初めに実施計画、補助申請を受理し、年実
績報告に基づき補助金を支払う。
申請者の負担軽減になった。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

朝日村は果樹農家が少ないため、
加入促進が難しい。

朝日村の果樹農家は比較的小規模なため、
加入促進が難しい。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 20 予算額 40 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

22令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 20 一 般 財 源 40 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

農家掛け金の一部助成を行い、果樹共済加入の
維持と推進を行う。

農家掛け金の一部助成を行い、もしもに備え果
樹共済加入の維持と推進を行う。

人 単位目標値 2 単位 人 3 単位



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称野菜価格安定基金積立金補助金

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

補助金の支払い 2,500 ➀補助金の支払い 2,500

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 農家負担金の一部助成のために補助金を支払う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 JA松本ハイランド朝日支所 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 野菜生産安定助成事業の生産者加入負担を軽減し、生産安定を図る 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 年間補助額　2,500千円

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 2,500 単位 千円 2,500

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,500 一 般 財 源 2,500 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 千円 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

年度初めに実施計画、補助申請を受理し、実績
報告に基づき補助金を支払う。
農家負担の低減になった。

年度初めに実施計画、補助申請を受理し、実績
報告に基づき補助金を支払う。村補助金とJA拠
出金により野菜生産安定助成事業の農家加入負
担金を軽減し、安定した野菜生産につながった。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

引き続き補助を行うこと 引き続き補助を行うこと

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

2,500 予算額 2,500 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

23令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 2,500 一 般 財 源 2,500 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

補助金の支払いを行う 要望に応じて補助金の支払いを速やかに行う

千円 単位目標値 2,500 単位 千円 2,500 単位



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称農業用廃プラスチック回収処理事業補助金

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　補助金 1,500 ➀補助金 1,500

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 回収処理費に対する補助

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日村廃プラスチック対策協議会 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 農業に使用されるプラスチック類の適正な処理を円滑に推進すること 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 年間補助額　１,500千円

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 1,500 単位 円 1,500

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,500 一 般 財 源 1,500 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 円 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

年度初めに実施計画、補助申請を受理し、年度
末の協議会に出席、実績報告に基づき補助金を
支払う。

JAから提出された実施計画、補助申請を受理す
る。年度末には協議会に出席し、実績報告に基
づき補助金を支払う。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

年々処理料が値上がりしており、補助金増額の
要望がある。

年々処理料が値上がりしており、補助金増額の
要望がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 1,500 予算額 1,500 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

24令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,500 一 般 財 源 1,500 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

回収処理費に対する補助を行う。 回収・処理費に対する補助を行う。

円 単位目標値 1,500 単位 円 1,500 単位



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

- 単位目標値 - 単位 - - 単位

25令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

令和３年度をもって家畜損害防止対策事業推進
協議会が終了したため、負担金請求はなく、本事
業は廃止となった。

令和３年度をもって本事業は廃止となった。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

なし 令和２年時点で、令和３年度をもって協議会を終
了することが決定したため、本事業は廃止とな
る。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 - 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

協議会事業（乳用牛検査、呼吸器病対策事業
等）に対し負担金を支払うことにより、協議会が適
正に運営された。

協議会事業（乳用牛検査、呼吸器病対策事業
等）に対し負担金を支払うことにより、協議会が適
正に運営された。

目標実績値 - 単位 - -

そ の 他 特 財

一 般 財 源 47 一 般 財 源 56 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 家畜損害防止対策事業推進協議会 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 家畜の損害低減、畜産業の振興 経費区分 経常

'04 開始年度

新/継 継続（縮小）

目 標 協議会の適正な運営のために負担金を支払う

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 協議会運営に対する負担金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

負担金細節名称家畜損害防止対策事業推進協議会負担金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

② ②

活動指標

事業費

➀　負担金 54 ➀負担金 56



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称中信農業共済組合家畜診療所補助金

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　負担金 109 ➀負担金 129

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 家畜診療所の運営に対する負担金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 長野県農業共済組合 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 長野県農業共済組合中信地域センター家畜診療所の運営負担金 経費区分 経常

'04 開始年度

新/継 継続（拡大）

目 標 家畜診療所の適正な運営

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 - 単位 -

そ の 他 特 財

一 般 財 源 109 一 般 財 源 129 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

家畜診療所の適正な運営により、家畜の診療や
伝染病予防が図られる

家畜診療所の適正な運営により、家畜の診療や
伝染病予防が図られる

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 280 予算額 280 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

26令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 280 一 般 財 源 280 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

家畜診療所の運営に対する負担金 家畜診療所の運営に対する負担金。

－ 単位目標値 - 単位 - － 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

281令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

新規就農者の経営確立のための支援として、補
助金を交付する。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 4,500 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 4,500
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

1,500

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

新規就農者の経営確立のための支援や面談等
を定期的に開催し、補助金の交付を対象者１名
に行った。

目標実績値 単位 2

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 新規就農者 補助単独 補助

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 次世代を担う農業者になることを志向し就農した農業者の就農直後の経営確立を支援するため 経費区分 臨時

03 開始年度

新/継 新規

目 標 補助金交付年２回

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 新規就農者の経営確立のための補助

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称農業次世代人材投資事業（経営開始型）補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀補助金交付 1500



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

回 単位目標値 単位 1 単位

280令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

朝日村農業再生協議会への補助

財源

（千円）

予算額 0 予算額 400 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 400
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｃ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
制度改正や、現地の状況を踏まえ経営所得安定
対策の推進方法をさらに検討していく必要があ
る。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

313

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

経営所得安定対策推進事業の推進及び交付申
請書などの取りまとめ、交付金の申請を行うと共
に、水田台帳の整備を実施した。

目標実績値 単位 1

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日村農業再生協議会 補助単独 補助

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 経営所得安定対策推進事業の推進を行うため 経費区分 臨時

03 開始年度

新/継 新規

目 標 申請に基づき支払う　年間１回

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 朝日村農業再生協議会への補助

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称経営所得安定対策推進事業費補助金

担当者 係長

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀補助金の支払い 313,000



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

報償費細節名称農業ビジョン検討会報償金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀検討委員への謝礼 52

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 会議出席者への報償

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 農業ビジョン検討委員 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 農業ビジョン検討会の運営を円滑に行うため 経費区分 臨時

03 開始年度

新/継 新規

目 標 検討会４回開催

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位 3

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 38 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

農業ビジョンを策定するための検討会を３回開催
した。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 26 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

276令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 26 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容 農業ビジョン推進に係る協議会の開催

回 単位目標値 単位 2 単位



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

27令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 760 一 般 財 源 760 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

土地改良施設の維持・管理 土地改良施設の維持・管理

財源

（千円）

予算額 760 予算額 760 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

老朽化に伴う維持・管理費が増加傾向にある。 老朽化に伴う維持・管理費が増加傾向にある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 箇所 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】舗装及び水路側溝修繕
【成果】農業者が農作業を円滑にかつ効率的に
進めらることができた。

【取組内容】舗装及び水路側溝修繕
【成果】農業者が農作業を円滑にかつ効率的に
進めらることができた。

目標実績値 修繕箇所４箇所 単位 箇所 修繕箇所４箇所

そ の 他 特 財

一 般 財 源 685 一 般 財 源 756 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 農業者 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 農道、農業水利施設等の整備と維持・管理 経費区分 経常

'05 開始年度

新/継 継続

目 標 高品質な農産物の生産

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 業者委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称土地改良施設管理作業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀農道・排水路等の修繕等 685 ➀農道・排水路等の修繕等 756



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

使用料及び賃借料細節名称重機使用料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀重機借り上げ 72 ➀ 60

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 業者より借り上げ

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 農業者 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 農道、農業水利施設等の整備と維持・管理 経費区分 経常

'05 開始年度

新/継 継続

目 標 高品質な農産物の生産

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 重機借り上げ２回 単位 回 重機借り上げ２回

そ の 他 特 財

一 般 財 源 72 一 般 財 源 60 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】風食被害で堆積した土砂除除去。
（重機借上げ２日間）
【成果】農業者が農作業を円滑にかつ効率的に
進めらることができた。

【取組内容】風食被害で堆積した土砂除除去。
（重機借上げ２日間）
【成果】農業者が農作業を円滑にかつ効率的に
進めらることができた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

風食被害が増加傾向にある。 風食被害が増加傾向にある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 93 予算額 93 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

28令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 93 一 般 財 源 93 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

風食被害で堆積した土砂の除去作業 風食被害で堆積した土砂の除去作業

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

29令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 69 一 般 財 源 69 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

土地改良施設の維持・管理 土地改良施設の維持・管理

財源

（千円）

予算額 69 予算額 69 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

老朽化に伴う維持・管理費が増加傾向にある。 老朽化に伴う維持・管理費が増加傾向にある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】舗装修繕
【成果】農業者が農作業を円滑にかつ効率的に
進めらることができた。

【取組内容】舗装修繕
【成果】農業者が農作業を円滑にかつ効率的に
進めらることができた。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 60 一 般 財 源 39 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 農業者 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 農道、農業水利施設等の整備と維持・管理 経費区分 経常

'05 開始年度

新/継 継続

目 標 高品質な農産物の生産

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 業者より購入

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

原材料費細節名称農道敷砂利、水路補修用原材料費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀農道整備原材料購入 60 ➀農道整備原材料購入 39



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

277令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容 ―

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

集出荷施設が竣工し、村内農業者が生産した農
作物の出荷・流通環境の向上に寄与した。

目標実績値 単位 1

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 5,900 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 JA松本ハイランド農協 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 農業振興 経費区分 臨時

03 開始年度

新/継 新規

目 標 申請に基づき支払う

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 集出荷施設建設補助

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

負担金細節名称ＪＡ集出荷施設建設費補助金

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀補助金の支払い 5900



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

交付金細節名称多面的機能支払交付金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀多面的機能支払交付金 11778

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 活動組織への交付金交付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 活動組織（朝日村農地保全協議会、古見区水と緑のプロジェクト協議会、外山・内山水路保全会） 補助単独 補助

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 農業や農村が持つ多面的機能の維持や、機能の発揮を図るための地域の共同活動を支援し、地域資源の適切な保全管理を推進する 経費区分 臨時

05 開始年度

新/継 新規

目 標 多面的機能の維持や、機能の発揮

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 2,944 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

8,833

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】農業の有する多面的機能の発揮の
促進に関する法律等、国・県の要綱に沿って実
施。【成果】適切な対応で実施することができた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
多面的機能支払い交付金の対象となる農用地で
も活動組織の設立がない地域が見られる

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 8,833
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 11,777 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

285令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 2,944 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

農業や農村が持つ多面的機能の維持や、機能
の発揮を図るための地域の共同活動を支援し、
地域資源の適切な保全管理を推進するため活動
組織に交付金の交付を行う。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

284令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】漏水が見られる箇所について調査を
行い補修工事を行った
【成果】漏水箇所の適切な補修

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 1,800 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 古見第５配水池 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 畑かん施設の漏水箇所の特定及び補修 経費区分 臨時

05 開始年度

新/継 新規

目 標 土地改良施設の維持

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 水槽内のひび割れ修復

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

負担金細節名称農業農村基盤整備事業負担金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀令和３年度県単事業　朝日村古見地区分担金 1800



【朝日村第６次総合戦略】
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：
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【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ
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③ ⑤

⑥
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単位目標値 単位 単位

283令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小 ✔

課題
細い水路や末端の水路は今回調査の対象として
いないため今後必要に応じて対応していく。
修繕工事を進めるにあたり区と調整が必要。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ｋｍ、箇所 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】令和2年度に引き続き農業用水路２
７ｋｍ、頭首工13箇所の個別施設計画の策定。
【成果】農業用水路及び頭首工の劣化状況や改
修に係る費用が明確になった。

目標実績値 単位 水路27ｋｍ、頭首工13箇所

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 3,993 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 農業用水路35ｋｍ（R2＝18ｋｍ、Ｒ３＝27ｋｍ）、頭首工13箇所 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 農業用水路及び頭首工の劣化状況を調査し修繕・改修必要箇所を明確にする 経費区分 臨時

05 開始年度

新/継 新規

目 標 老朽化による突発的な事故や急激な機能停止の防止

予算科目 款 06 項 01 目

手 段                    個別施設計画（土地改良）の策定

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称土地改良施設個別施設計画策定委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀個別施設計画（土地改良）の策定 3993
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【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称事業計画策定業務委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀事業計画策定 3300

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 業務委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 全村民 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 地籍調査実施に伴い事業計画策定 経費区分 臨時

05 開始年度

新/継 新規

目 標 事業計画策定により事業開始

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 3,300 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】地籍調査事業実施に伴う全体計画
策定
【成果】計画策定

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

282令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 単位
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【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

30令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

アグリ・チャレンジセンターが産業振興課農政係
となったため、協議会は解散。

財源

（千円）

予算額 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｃ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

センターの活動内容精査とその内容。地方創生
交付金がR3までのため、R4年度から単独事業と
なる。

R3で地方創生事業が終了し、アグリ・チャレンジ
センターは産業振興課農政係として今後活動す

る。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

運営委員会を開催し、年度初めの実施計画、進
捗管理、年度末の実績報告と運営に関する協議
を行った。

運営委員会を開催し、年度初めの実施計画、進
捗管理、年度末の実績報告と運営に関する協議
を行った。委員への謝礼はアグリ・チャレンジセン
ターから支払うことになったため、一般会計から
の支出は無し。

目標実績値 3 単位 回 3

そ の 他 特 財

一 般 財 源 7 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

7
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日アグリ・チャレンジセンター運営委員 補助単独 補助

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 朝日アグリ・チャレンジセンターの運営を円滑に行うため 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 運営委員会の開催　年間2回

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 会議出席者への謝礼

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

報償費細節名称朝日アグリ・チャレンジセンター運営協議会謝礼

担当者 係長

Ａ

Ｃ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　運営委員会委員への謝礼 30 ➀
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【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

産業振興課細節名称朝日アグリ・チャレンジセンターへの支援

担当者 係長

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｄ

Ｃ

② ②

活動指標

事業費

➀地方創生交付金事業 8,809 ➀地方創生交付金事業 7897

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 朝日アグリ・ビジネスセンターの援農、小規模流通、新規就農の3本柱を中心とした運営

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 農産物生産者 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 6次産業化等、農業経営の多角化に対する支援による農業振興 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 朝日アグリ・ビジネスセンターの継続

➀

4,078
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 - 単位 - -

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,079 一 般 財 源 3,949 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

3,948

単位 - 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

援農：マッチング87.7万円（前年比119%）
小規模流通：やさいバス、ファミマ等への支援
新規就農：統一シートの作成

援農：611.2万円(前年比696%)
小規模流通：やさいバス、ファミマ等への支援

新規就農：新規就農相談

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

地方創生交付金事業終了後の運営 地方創生交付金事業終了後の運営

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｄ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｃ Ｃ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｃ

Ｃ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

172令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

アグリ・チャレンジセンターの運営 アグリ・チャレンジセンターの運営

- 単位目標値 - 単位 - - 単位

【 成果（維持）】
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⑥

⑦
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単位目標値 単位 単位

278令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容 ―

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
地方創生交付金事業の終了に伴い、独立した組
織ではなく、産業振興課農政係として業務を継続
する。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

3,948

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

援農、小規模流通、新規就農を柱にシステムの
構築や相談窓口を行った。

目標実績値 単位 1

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 3,949 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日アグリ・チャレンジセンター 補助単独 補助

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 朝日アグリ・チャレンジセンターの運営費補助 経費区分 経常

03 開始年度

新/継 新規

目 標 申請に基づき支払う

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 補助金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称朝日アグリ・チャレンジセンター運営補助金

担当者 係長

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀補助金の支払い 7897
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千円 単位目標値 100 単位 千円 100 単位

31令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 100 一 般 財 源 100 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

営農支援センターの適正運営に対する補助 営農支援センターの適正運営に対する補助

財源

（千円）

予算額 100 予算額 100 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｃ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

農業再生協議会と営農支援センターの在り方を
検討していく必要がある

農業再生協議会と営農支援センターの在り方を
検討していく必要がある

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 千円 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

朝日村の農業振興の課題に対応して、接続的な
農業生産の展開を可能にするため、農協等関係
機関及び団体が一体となって、地域農業振興を
図った。

朝日村の農業振興の課題に対応して、接続的な
農業生産の展開を可能にするため、農協等関係
機関及び団体が一体となって、地域農業振興を
図った。

目標実績値 200 単位 千円 100

そ の 他 特 財

一 般 財 源 200 一 般 財 源 100 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日村営農支援センター 補助単独 単独

選挙管理委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 朝日村の農業振興の課題に対して、接続的な農業生産の展開を可能にしていく 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 年間補助額　200千円

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 営農支援センター運営に対する補助

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称営農支援センター補助金

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

② ②

活動指標

事業費

①補助金の支払い 200 ➀補助金の支払い 100
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回/年 単位目標値 1 単位 回 1 単位

32令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 2,400 一 般 財 源 2,400 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

風食防止用に作付けする麦種子代に対する補助 風食防止用に作付けする麦種子代に対する補助

財源

（千円）

予算額 2,400 予算額 2,400 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

年々播種面積は増加しているものの、風食被害
が軽減しているとは言えず、自然の風相手なの
で条件の違いから、効果の判別も難しいこと。

令和３年度は降雨、積雪により大規模な風食が
なかった。令和４年度が同様の気候になるとは限
らないため、継続して推進していく必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 回/年 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

実施計画、補助申請を受理し、実績報告に基づ
き補助金を支払った。
令和２年度は、約56haの作付けがあった。

実施計画、補助申請を受理し、実績報告に基づ
き補助金を支払った。
令和３年度は、約70haの作付けがあった。

目標実績値 1 単位 回/年 1

そ の 他 特 財

一 般 財 源 982 一 般 財 源 1,732 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 JA松本ハイランド農協 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 風食被害軽減に効果があるとされている麦類の作付けを促進するため 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続（拡大）

目 標 申請に基づき支払う　年間１回

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 風食防止用に作付けする麦種子代に対する補助

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称風食防止対策用麦種子代補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　補助金 1,200 ➀補助金 1,732
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単位目標値 単位 単位

173令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

特になし 農業者団体やJA、教育委員会と協議し、より多く
の村内産、県内産の食材提供できるように検討
する。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｃ Ｃ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｄ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｄ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

提供者が限られている。 提供できる時期、種類、量等限りがある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

にないーてとJA朝日支所が、小学校に農産物を
提供した。

にないーてとJA朝日支所が、小学校に農産物を
提供した。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 園児、児童、生徒、保護者 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 村内産の新鮮な農産物を給食にすることで農産物のPRに繋げる 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 学校給食に村内産の農産物を提供してもらう

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 学校給食に村内農家が農産物を提供する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

産業振興課細節名称保育園や小学校への村内産農作物の提供

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ｄ

Ｃ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

①特になし ➀

【 成果（維持）】
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産業振興課細節名称
「やさいバス」や直売所を活用した農作物の販路拡
大

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 朝日アグリ・ビジネスセンター事業により、登録者数を増やす

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 農産物生産者 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 農産物の多様な販路確保により、生産者の収益向上に寄与する 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 やさいバス年間出荷数300ケース

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 204 単位 ケース 144

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ケース 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

地方創生推進交付金を利用してSCOPに委託
（アグリビジネスセンター実績
　・登録セミナー実施　登録者2名増
　・連合青果との調整）

地方創生推進交付金を利用してSCOPに委託
（アグリ・チャレンジセンター実績
　・連合青果との調整）

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・出荷量の増加
・購買者の確保
・令和4年度からの支援体制

やさいバス運営会社の状況を鑑みた支援の検討

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

174令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

やさいバス利用の啓発 やさいバス利用の啓発

ケース 単位目標値 300 単位 ケース 150 単位

【 成果（維持）】



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

産業振興課細節名称
村内加工所、農業活性化施設を拠点とした農業体
験の実施

担当者 係長

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ａ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

①村内施設の管理運営 ①村内施設の管理運営

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 村内加工所等を利用して農業体験をしてもらう

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 村内者、村外者 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 農産物のPR 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 加工所利用団体2以上

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 2 単位 団体 2

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 団体 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

村内施設の管理運営を行い、大道加工所では、
例年行われている味噌づくり(２度引きのみ)が行
われた（こぶしの会）。針尾加工所は、果樹クラブ
がジュースを製造した。

村内施設の管理運営を行い、大道加工所では、
例年行われている味噌づくりが行われた（こぶし
の会)。針尾加工所は、果樹クラブがジュースを
製造した。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

利用者が限られており、新規の利用者がいない 利用者が限られており、新規の利用者がいない

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｃ

Ｃ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

175令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

適切に管理運営を行う。
村内施設のPRを行い、利用率を上げる。

適切に管理運営を行う。
村内施設のPRを行い、利用率を上げる。

団体 単位目標値 2 単位 団体 2 単位

【 成果（維持）】
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称農地鳥獣被害防止対策委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

①委託料 350 ➀委託料 350

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 捕獲、追い払い等鳥獣被害防止駆除作業委託料

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日村鳥獣被害防止対策協議会 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 有害鳥獣による、農作物への被害を防止するため 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 朝日村鳥獣被害防止計画に基づき、農作物への被害額前年度△50千円

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 △70 単位 千円 △50

そ の 他 特 財

一 般 財 源 350 一 般 財 源 350 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 千円 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

令和２年度　捕獲・駆除
クマ６頭　イノシシ３頭　サル37頭　カラス101羽

令和３年度　被害額：約268千円
捕獲・駆除：イノシシ３頭　ハクビシン1頭　タヌキ6
頭　サル１頭　カラス127羽

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

猟友会員が、現状10名しかいないため、人材確
保が課題

猟友会員が、現状11名しかいないため、人材確
保が課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 350 予算額 350 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

33令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 350 一 般 財 源 350 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

捕獲、追い払い等鳥獣被害防止駆除作業委託料 捕獲、追い払い等鳥獣被害防止駆除作業委託料

千円 単位目標値 △50 単位 千円 △50 単位



【朝日村第６次総合戦略】 3 1 7

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

千円 単位目標値 △50 単位 千円 △50 単位

34令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 6,000 一 般 財 源 6,000 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

鳥獣被害防止柵設置、緩衝帯整備、維持管理、
有害鳥獣駆除等

鳥獣被害防止柵の維持管理、有害鳥獣駆除等

財源

（千円）

予算額 6,000 予算額 6,000 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

鳥獣柵周辺の刈り払い等管理や修繕等維持管
理費用がかかる

地区管理が困難な山林内の鳥獣柵管理に費用
が掛かる。また、倒木などによる鳥獣柵の破損を
修繕する必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 千円 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

令和２年度　捕獲・駆除
クマ６頭　イノシシ３頭　サル37頭　カラス101羽
鳥獣柵工事　L=158ｍ
緩衝帯整備　Ｌ＝930ｍ

令和３年度　捕獲・駆除：イノシシ３頭　ハクビシン
1頭　タヌキ6頭　サル１頭　カラス127羽
鳥獣柵移設　L=277.9m → L＝140.0m
緩衝帯整備　L＝1,216m

目標実績値 △70 単位 千円 △50

そ の 他 特 財

一 般 財 源 15,971 一 般 財 源 14,069 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日村鳥獣被害防止対策協議会 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 有害鳥獣による、農作物への被害を防止するため 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 朝日村鳥獣被害防止計画に基づき、農作物への被害額前年度△50

予算科目 款 '06 項 '01 目

手 段 鳥獣被害防止柵設置、緩衝帯整備、維持管理、有害鳥獣駆除等

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②補助金（補助） 897

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称朝日村鳥獣被害防止対策協議会補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

②補助金（補助） 29 ②

活動指標

事業費

①補助金（単独） 14,894 ➀補助金（単独） 14,040



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

人/年 単位目標値 単位 1 単位

279令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 3 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

新規狩猟免許取得者からの申請により、免許取
得に係る経費に対する補助金を適切に交付す
る。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 3 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

今年度は新たに３名が狩猟免許を取得したが、
新規免許取得者が継続的に現れるかは不透明
である。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 人 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

令和３年度　３名(各10千円)に支払い

目標実績値 単位 3

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 30 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－１．農産物の安定生産や多角化経営をめざした農業振興を行います

対 象 朝日村在住の新規狩猟免許取得者 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 有害鳥獣駆除を担う人材を確保するため 経費区分 経常

03 開始年度

新/継 新規

目 標 補助金交付　1人/年

予算科目 款 06 項 01 目

手 段 狩猟面と取得に係る経費への補助金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称狩猟免許取得補助金

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀補助金の支払い 30


